
 
（関連分野） 

介護・子育て・医療 

（事業の名称） 

 ＩＣＴを活用した高齢者の安心・安全の確保 

（関係省庁名） 

総務省 

事業の概要 

（内容） 

・地域の独居高齢者をはじめとする要援護者の情報をデータベース化し、地域

の関係機関（市役所、警察、医療機関等）、近隣ボランティア等が連携して、

それぞれが訪問などで得た要援護者の最新データを情報共有し、効果的かつ

きめ細やかな支援を実施する 

・上記データベースの運営は、福祉センター（仮称・新設）において実施 
 
（事業規模） 

・関係者間のネットワーク化、福祉センター設置、高齢者のデータベース（Ｈ

Ｐ）の構築、管理・運営などを含め、数千万円～１億円程度 

（事業展開に必要となる事項・規制緩和など） 

 特になし 

（期待される効果） 

定性的効果： 

地域ぐるみのきめ細やかな支援によって、安心安全な地域生活の実現、社

会保障費の抑制が期待 

（先行事例） 

 高知県津野町：見守り・助け合い支援システム 

（総務省・地域ＩＣＴ利活用モデル構築事業による委託事業） 

【参考】http://www.town.kochi-tsuno.lg.jp/info.html 

（期間後の取扱い） 

 平成２４年度以降も、知見・ノウハウの提供等により自律的な事業継続を支

援する予定。 

（関係省庁担当者連絡先） 

総務省情報流通行政局地域通信振興課 課長補佐 馬宮 和人/ 係長 栗原

渉 

  電話番号：03-5253-5756 / ファックス：03-5253-5759 

 

http://www.town.kochi-tsuno.lg.jp/info.html

